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平成 30 年度健全化判断比率･資金不足比率算定結果 

 

◆平成 30年度の決算に基づく「健全化判断比率」は、下表のとおりいずれの指標についても早

期健全化基準、財政再生基準を下回りました。 

（単位：％） 

区    分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準  

実 質 赤 字 比 率 ― １５．０ ２０．０ 

連 結 実 質 赤 字 比 率 ― ２０．０ ３０．０ 

実 質 公 債 費 比 率 ５．０ ２５．０ ３５．０ 

将 来 負 担 比 率 １２．９ ３５０．０ ― 

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率は、赤字額がなく算定されないため「―」で表示しています。 

 

① 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、一般会計等の実質収支は黒字であり、また、公営企

業会計の資金不足も生じておらず、該当はありません。 

② 実質公債費比率は、一部事務組合が起こした地方債残高や公債費に準ずる債務負担行為に係

る額等の減少により、３カ年平均で 5.0％（単年度 4.3％）となり、前年度に比べ 0.3 ポイン

ト低下しました。なお、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが、

財政再生基準を上回った場合、一部の起債発行が制限されます。 

算定年度 H24 決算 H25 決算 H26 決算 H27 決算 H28 決算 H29決算 H30決算 

実質公債費比率 11.1 9.7 8.5 7.0 6.1 5.3 5.0 

③ 将来負担比率は、地方債現在高は増加したもの、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企

業債等の元利償還に対する繰入見込額が減少し、さらに、地方債現在高等に係る基準財政需要

額算入見込額が大きく増加したことなどにより、12.9％と前年度に比べ 5.7 ポイントの減少と

なりました。 

算定年度 H24 決算 H25 決算 H26 決算 H27 決算 H28 決算 H29決算 H30決算 

将来負担比率 24.4 15.6 9.5 7.4 16.3 18.6 12.9 

 

◆各公営企業における「資金不足比率」は、下表のとおり平成 30 年度決算において資金不足を

生じた公営企業がないため、算定されませんでした。 

（単位：％）   

特 別 会 計 の 名 称  資金不足比率  早期健全化基準 

石 川 町 水 道 事 業 会 計 ― 
２０．０ 

石 川 町 宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 ― 
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健全化判断比率等の算定方法 

【健全化判断比率】 

◇実質赤字比率 

 
          一般会計等の実質赤字額 （      0 千円） 
実質赤字比率 ＝  
          標準財政規模      （  4,386,070 千円） 
 

※実質赤字額はなし 

  ・一般会計等 ：一般会計及び土地開発事業特別会計 

  ・実質赤字の額：繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

  ・標準財政規模：標準税収入額等＋普通交付税交付決定額＋臨時財政対策債発行可能額 

 

 

 

 

◇連結実質赤字比率 

 
            連結実質赤字額 （      0 千円） 
連結実質赤字比率 ＝  
            標準財政規模  （  4,386,070 千円） 
 

           ※すべての会計で実質赤字（資金不足）がないため連結実質赤字額はなし 

  ・連結実質赤字額：①と②を合算した額 

① 一般会計等、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び後期高齢者医療特別会計の実質赤字の 

合計額 

② 水道事業会計、簡易水道事業特別会計及び宅地造成事業特別会計の資金不足額の合計額 

 

◇実質公債費比率 

 
実質公債費比率 ＝ 
（単年度） 
 

〔地方債の元利償還金（  550,398 千円）＋準元利償還金（  136,463 千円）〕 

 －〔特定財源（ 12,614 千円）＋元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（ 506,048 千円）〕 

標準財政規模（ 4,386,070 千円）－元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（ 506,048 千円） 

 
 
          ＋H28 年度(6.05089％)＋H29 年度(4.66547)＋H30 年度(4.3500％) 
実質公債費比率 ＝  
（３ヵ年平均）                 ３ 

 

  ・準元利償還金：①、②、③、④、⑤の合計額 

① 満期一括償還地方債における 1年当たりの元金償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認め

られるもの 

③ 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

⑤ 一時借入金の利子 

  

（注）標準財政規模：地方税や地方交付税等の財源の規模 

⇒地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの

で、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額 



- 3 - 

 

◇将来負担比率 

 
将来負担比率 ＝ 
 

将来負担額（ 9,317,558 千円）－〔充当可能基金額（ 2,500,554 千円） 

＋特定財源見込額（164,041 千円）＋地方債残高等に係る基準財政需要額算入見込額（6,149,309 千円）〕 

標準財政規模（4,386,070 千円）－元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（506,048 千円） 

 

  ・将来負担額：①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧の合計額 

① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第 5条各号の経費等に係るもの） 

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元利償還に充てる一般会計等からの負担等見込額 

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元利償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の

うち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

⑦ 連結実質赤字額 

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

  ・充当可能基金額：①から⑥までの償還額等に充てることができる地方自治法第２４１条の基金残高 

  ・特定財源見込額：将来負担額として計上されている地方債現在高に対して、その償還に充てることができる

国庫支出金や公営住宅使用料等の特定の歳入見込額 

 

 

【資金不足比率】 

◇法適用企業 

 
          資金の不足額     （      0 千円） 
資金不足比率 ＝  

（水道事業会計）   事業の規模      （   273,416 千円） 
 

                                    ※資金不足額はなし 

  ・資金の不足額（法適用企業）：（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の

現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

  ・事業の規模（法適用企業）：営業収益の額－受託工事収益の額 

 

◇法非適用企業 

 
            資金の不足額     （      0 千円） 
資金不足比率   ＝  

（宅地造成事業会計）   事業の規模      （    34,784 千円） 
 

                      ※資金不足額はなし 

  ・資金の不足額（法非適用企業）：（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

  ・事業の規模（法非適用企業）：営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

                  資本の額に相当する額＋負債の額に相当する額 


